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【５．工事監理者】
（代表となる工事監理者）
【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所】 （ ）建築士事務所 （ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．工事と照合する設計図書】

（その他の工事監理者）
【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所 （ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．工事と照合する設計図書】

【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所 （ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．工事と照合する設計図書】

【イ．資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号
【ロ．氏名】
【ハ．建築士事務所名】 （ ）建築士事務所 （ ）知事登録第 号

【ニ．郵便番号】
【ホ．所在地】
【ヘ．電話番号】
【ト．工事と照合する設計図書】

【６．工事施工者】
【イ．氏名】
【ロ．営業所名】　建設業の許可（　　　　）第　　　　号

【ハ．郵便番号】
【ニ．所在地】
【ホ．電話番号】

【７．構造計算適合性判定の申請】
□申請済　　（　　　　　　　）
□未申請　　（　　　　　　　）
□申請不要

【８．建築物エネルギー消費性能確保計画の提出】
□提出済　　（　　　　　　　）
□未提出　　（　　　　　　　）
□提出不要　（　　　　　　　）

【９．備考】
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（第三面）
建築物及びその敷地に関する事項

【１．地名地番】

【２．住居表示】

【３．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】
□都市計画区域内　（□市街化区域　□市街化調整区域　□区域区分非設定）
□準都市計画区域内　□都市計画区域及び準都市計画区域外

【４．防火地域】　　　□防火地域　　　□準防火地域　　　□指定なし

【５．その他の区域､地域､地区又は街区】

【６．道路】
【イ．幅員】
【ロ．敷地と接している部分の長さ】

【７．敷地面積】
【イ．敷地面積】（１）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）

（２）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）
【ロ．用途地域等】（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）
【ハ．建築基準法第52条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率】

（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）
【ニ．建築基準法第53条第１項の規定による建築物の建蔽率】

（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）
【ホ．敷地面積の合計】 （１）

（２）
【ヘ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】
【ト．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】
【チ．備考】

【８．主要用途】　（区分　　　　）

【９．工事種別】
□新築　□増築　□改築　□移転　□用途変更　□大規模の修繕　□大規模の模様
替

【10．建築面積】 （申請部分　　　）（申請以外の部分）（合計　　　　　）
【イ．建築物全体】　　　（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ロ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】　

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ハ．建蔽率】

【11．延べ面積】 （申請部分　　　）（申請以外の部分）（合計　　　　　）
【イ．建築物全体】　　　（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ハ．エレベーターの昇降路の部分】

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ホ．認定機械室等の部分】

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ヘ．自動車車庫等の部分】

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ト．備蓄倉庫の部分】　（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【チ．蓄電池の設置部分】（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
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【リ．自家発電設備の設置部分】
（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）

【ヌ．貯水槽の設置部分】（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ル．宅配ボックスの設置部分】

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ヲ．その他の不算入部分】

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ワ．住宅の部分】　　　（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【カ．老人ホーム等の部分】

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
【ヨ．延べ面積】
【タ．容積率】

【12．建築物の数】
【イ．申請に係る建築物の数】
【ロ．同一敷地内の他の建築物の数】

【13．建築物の高さ等】　　　（申請に係る建築物）（他の建築物　　　）
【イ．最高の高さ】 （　　　　　　　　）（　　　　　　　　）
【ロ．階数】　　　　地上（　　　　　　　　）（　　　　　　　　）

地下（　　　　　　　　）（　　　　　　　　）
【ハ．構造】　　　　　　　　　　　造　　　　一部　　　　　　　　　造
【ニ．建築基準法第56条第７項の規定による特例の適用の有無】 □有　□無
【ホ．適用があるときは､特例の区分】
□道路高さ制限不適用　　□隣地高さ制限不適用　　□北側高さ制限不適用

【14．許可・認定等】

【15．工事着手予定年月日】　　　　　年　　月　　日

【16．工事完了予定年月日】　　　　　年　　月　　日

【17．特定工程工事終了予定年月日】　　　　　　　　　（特定工程）
（第　　回）　　　　　　  年　　  月　　  日　　（　　　　　　　　　　）
（第　　回）　　　　　　  年　　  月　　  日　　（　　　　　　　　　　）
（第　　回）　　　　　　  年　　  月　　  日　　（　　　　　　　　　　）

【18．その他必要な事項】

【19．備考】

（第四面）
建築物別概要

【１．番号】

【２．用途】（区分　　　　）
（区分　　　　）
（区分　　　　）
（区分　　　　）
（区分　　　　）

【３．工事種別】
□新築　□増築　□改築　□移転　□用途変更　□大規模の修繕　□大規模の模
様替

【４．構造】　　　　　　　造　　　一部　　　　　　　造

【５．主要構造部】
□耐火構造（防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合）
□耐火構造（防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合）
□建築基準法施行令第第108条の４第１項第１号イ及びロに掲げる基準に適合する構造
□準耐火構造
□準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ－１）
□準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ－２）
□その他

【６．建築基準法第21条及び第27条の規定の適用】
□建築基準法施行令第109条の５第１号に掲げる基準に適合する構造
□建築基準法第21条第１項ただし書に該当する建築物
□建築基準法施行令第109条の７第１項第１号に掲げる基準に適合する構造
□建築基準法施行令第110条第１号に掲げる基準に適合する構造
□その他
□建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない

【７．建築基準法第61条の規定の適用】
□耐火建築物
□延焼防止建築物
□準耐火建築物
□準延焼防止建築物
□その他
□建築基準法第61条の規定の適用を受けない

【８．階数】
【イ．地階を除く階数】
【ロ．地階の階数】
【ハ．昇降機塔等の階の数】
【ニ．地階の倉庫等の階の数】

【９．高さ】
【イ．最高の高さ】
【ロ．最高の軒の高さ】

【10．建築設備の種類】

【11．確認の特例】
【イ．建築基準法第６条の３第１項ただし書又は法第18条第４項ただし書の規定によ
る審査の特例の適用の有無】 □有　□無

【ロ．建築基準法第６条の４第１項の規定による確認の特例の適用の有無】
□有　□無

【ハ．建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物の区分】
第　　　号
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㉒　建築物の２以上の部分が建築基準法施行令第 109 条の８に規定する火熱遮断壁等で
区画されている場合には、19欄にその旨を記入し、各部分について建築基準法第 21
条、第 27条及び第 61条の規定の適用の有無を記入してください。
㉓ 建築基準法施行令第 121 条の２の適用を受ける直通階段で屋外に設けるものが木造
である場合には、19欄に、その旨を記入してください。

㉔ 計画の変更申請の際は、19欄に第四面に係る部分の変更の概要について記入して
ください。

6．第五面関係
①　この書類に記載すべき事項を別紙に明示して添付すれば、この書類を別途提出する
必要はありません。
②　この書類は、各申請建築物の階ごとに作成してください。ただし、木造の場合は 3
欄から 8欄まで、木造以外の場合は 5欄から 8欄までの記載内容が同じときは、2欄
に同じ記載内容となる階を列記し、併せて 1枚とすることができます。
③　1欄は、第二号様式の第四面の1欄に記入した番号と同じ番号を記入してください。
④　3欄及び 4欄は、木造の場合にのみ記入してください。
⑤　6欄の「ロ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。
⑥　7欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできる
だけ具体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。
⑦　ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、8欄又は別紙に記載
して添えてください。
⑧　計画の変更申請の際は、9欄に第五面に係る部分の変更の概要について記入して
ください。

7．第六面関係
①　この書類は、申請に係る建築物（建築物の二以上の部分がエキスパンションジョイ
ントその他の相互に応力を伝えない構造方法のみで接している場合においては当該建
築物の部分。以下同じ。）ごとに作成してください。
②　１欄は、建築物の数が１のときは「１」と記入し、建築物の数が２以上のときは、
申請建築物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。
③　２欄及び３欄の「イ」から「ハ」までは、申請に係る建築物について、それぞれ記
入してください。ただし、建築物の数が１のときは記入する必要はありません。
④　３欄の「ニ」は、申請に係る建築物の主たる構造について記入してください。ただ
し、建築物の数が１のときは記入する必要はありません。
⑤　４欄、５欄及び６欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。
⑥　６欄の「イ」は、構造計算に用いたプログラムが特定できるよう記載してください。
⑦　７欄は、建築基準法施行令第 137 条の２各号に定める基準のうち、該当する基準の
号の数字及び「イ」又は「ロ」の別を記入してください。
⑧　計画の変更申請の際は、８欄に第六面に係る部分の変更の概要について記入してく
ださい。
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条の３第１号に掲げる基準に適合する主要構造部の構造をいう。）又は「準耐火構造
と同等の準耐火性能を有する構造（ロ－２）」（同条第２号に掲げる基準に適合する主
要構造部の構造をいう。）のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れて
ください。いずれにも該当しない場合は「その他」に「レ」マークを入れてください。

⑦６欄は、「建築基準法施行令第 109 条の５第１号に掲げる基準に適合する構造」、「建
築基準法第 21条第１項ただし書に該当する建築基準法施行令第 109 条の７第１項第
１号に掲げる基準に適合する構造」、「建築基準法施行令第 110 条第１号に掲げる基準
に適合する構造」又は「その他」（上記のいずれにも該当しない建築物で、建築基準
法第 21条又は第 27条の規定の適用を受けるもの）のうち該当するチェックボックス
全てに「レ」マークを入れてください。また、「建築基準法施行令第 109 条の５第１
号に掲げる基準に適合する構造」又は「建築基準法施行令第 110 条第１号に掲げる基
準に適合する構造」に該当する場合においては、５欄の「準耐火構造」のチェックボ
ックスにも「レ」マークを入れてください。建築基準法第 21条又は第 27条の規定の
適用を受けない場合は「建築基準法第 21条又は第 27条の規定の適用を受けない」に
「レ」マークを入れてください。
⑧７欄は、「耐火建築物」、「延焼防止建築物」（建築基準法施行令第 136 条の２第１号ロ
に掲げる基準に適合する建築物をいう。）、「準耐火建築物」、「準延焼防止建築物」（同
条第２号ロに掲げる基準に適合する建築物をいう。）又は「その他」（上記のいずれに
も該当しない建築物で、建築基準法第 61条の規定の適用を受けるもの）のうち該当
するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。建築基準法第 61条の規定
の適用を受けない場合は「建築基準法第 61条の規定の適用を受けない」に「レ」マ
ークを入れてください。

⑨ ８欄の｢ハ｣は、建築基準法施行令第 2条第 1項第 8号により階数に算入されない建
築物の部分のうち昇降機塔、装飾塔、物見塔その他これらに類する建築物の屋上部分
の階の数を記入してください。

⑩ ８欄の｢ニ｣は、建築基準法施行令第 2条第 1項第 8号により階数に算入されない建
築物の部分のうち地階の倉庫、機械室その他これらに類する建築物の部分の階の数を
記入してください。

⑪ 10欄は、別紙にその概要を記載して添えてください。ただし、当該建築設備が特
定の建築基準関係規定に適合していることを証する書面を添える場合には、当該建築
基準関係規定に係る内容を概要として記載する必要はありません。

⑫ 11欄の｢イ｣及び｢ロ｣は、該当するチェックボックスに｢レ｣マークを入れてくださ
い。

⑬ 11欄の｢ハ｣は、建築基準法第６条の４第１項の規定による確認の特例の適用があ
る場合に、建築基準法施行令第 10条各号に掲げる建築物のうち、該当するものの号
の数字を記入してください。

⑭ 11欄の「ニ」は、建築基準法施行令第 10条第１号又は第２号に掲げる建築物に該
当する場合にのみ記入してください。また、11欄の「ホ」は、同条第１号に掲げる
建築物に該当する場合に、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてくださ
い。

⑮ 11欄の「ヘ」は、建築基準法第 68条の 20第１項に掲げる認証型式部材等に該当
する場合にのみ記入してください。当該認証番号を記入すれば、第 10条の５の４第
１号に該当する認証型式部材等の場合にあつては 10欄の概要、11欄の「ニ」（屎尿
浄化槽又は合併処理浄化槽並びに給水タンク又は貯水タンクで屋上又は屋内以外にあ
るものに係るものを除く。）並びに 13欄から 16欄まで及び第五面の３欄から６欄ま
での事項について、同条第２号に該当する認証型式部材等の場合にあつては 11欄の
「ニ」（当該認証型式部材等に係るものに限る。）並びに 13欄から 16欄まで及び第五
面の３欄から６欄までの事項について、同条第３号に該当する認証型式部材等の場合
にあつては 10欄の概要及び 11欄の「ニ」（当該認証型式部材等に係るものに限る。）
については記入する必要はありません。

⑯ 12欄の｢イ｣は、最上階から順に記入してください。記入欄が不足する場合には、別
紙に必要な事項を記入し添えてください。

⑰ 16欄は、最下階の居室の床が木造である場合に記入してください。
⑱ 17欄は、｢水洗｣、｢くみ取り｣又は｢くみ取り（改良）｣のうち該当するものを記入
してください。

⑲　ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、18欄又は別紙に記
載して添えてください。

⑳　申請建築物が高床式住宅（豪雪地において積雪対策のため通常より床を高くした住
宅をいう。）である場合には、床面積の算定において床下部分の面積を除くものとし、19
欄に、高床式住宅である旨及び床下部分の面積を記入してください。

㉑ 主要構造部の全部又は一部に燃えしろ設計（準耐火構造の主要構造部を耐火被覆を
用いない構造方法によるものとする設計をいう。）を用いたものについては、19欄に
その旨を記入してください。

20

様式編【R6年版】_七校  24/02/16  11:03  ページ 20

GH-03
スタンプ

GH-03
折れ線


